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内 容 の 要 旨 
 
本論文は GATT・ITO 関連文書をはじめアメリカ国立公文書館（NARA）などが所収する
第 1 次史料を筆者なりに解釈し、戦中から 1948 年までの MFN（一般的最恵国待遇）原則
に対する例外規定の拡大の経過と、その背景に何があったのかを論じたものである。 
このことにより、関税同盟の「過渡期」を認める「中間協定」、また急増している FTA
（自由貿易協定）の締結を可能にする自由貿易地域に関する規定が、GATT 第 24 条に内包
されていくプロセスを明らかにした。この点に本論文の最大の意義があると考える。 










第１章 GATT 第 24 条に関する先行研究 
 
この章は、GATT 第 24 条の規定の誕生に関する欧米と日本の主な研究者の先行研究を紹





第 2 章 アメリカ国内の関税同盟の研究とその体系化（1943 年～1945 年） 
 
第 2 章は、1943 年 7 月から行われたアメリカ国内での関税同盟や特恵に関する研究内
容について論じている。 










第 3 章 第 1 回国連貿易雇用準備会議（1946 年 10 月～11 月：ロンドン会議）における
関税同盟の規定の変化－修正と新たなパラグラフの追加－ 
 
第 3 章は、1946 年 10 月に開催された第 1 回国連貿易雇用準備会議（ロンドン会議）と







第 4 章 第 2 回国連貿易雇用準備会議（1947 年 4 月～10 月：ジュネーブ会議）における
関税同盟の規定の修正－「中間協定」の挿入と規定の削除－ 
 
この章は、1947 年 4 月から開催された第 2 回国連貿易雇用準備会議（ジュネーブ会













第 5 章 国連貿易雇用会議（1947 年 11 月～1948 年 3 月：ハバナ会議）における関税同
盟の規定の修正－自由貿易地域の規定の導入－ 
 
最後の第 5 章は、1947 年 11 月から開催された国連貿易雇用会議（ハバナ会議）につい








ラグラフ 4 の修正をハバナ会議で試みる。さらに、この会議と並行して 1948 年 2 月から
始まった GATT 第 1 回締約国団会議において、アメリカ主導で、すでに出来上がり、「認
証」されていた GATT 第 24 条と、ハバナ会議で新たに作成された ITO 憲章の規定の入替
えを行うことになる。これが、現在の GATT 第 24 条の原型である。なぜ、アメリカは



































てられていくプロセスを、第 2 次大戦期、とりわけ 1943 年から、戦後過渡期の 1948 年ま
で、換言すれば、戦時米英貿易交渉から、ITO 憲章の調印と GATT の認証の時期までを取り







 論文は 5 章構成であるが、簡単に各章の要旨とその意義について述べることにしたい。







































21 世紀の新国家論』（堀茂樹〔訳〕、文春新書、2016 年、90 頁）。トッド氏の姿勢が示すよ
うに、柴田氏の本研究が多くの未公刊の 1 次史料に基づいて行われたものであることは評
価すべきである。しかし、氏の研究は、始まったばかりであり、さらに多くの史料を蒐集
し、それを分析することで、現代の世界貿易に対する独自の視角を打ち立てられることを
期待する次第である。 
 
 
 
 
